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②諸室のゾーニング 

まちなかの限られた敷地を有効活⽤するべく、新施設については多層階構成とする。東側にエン

トランスを設け、階段、エレベーター等の上下移動の動線を配置し、平⾯的に幅が確保できる⻄側

に体育館とプールを配置し、利便性と合理性を両⽴したゾーニング計画とする。 

 

５階︓多⽬的室等 

 

 

４階︓体育館観覧スペース、会議室等 

 

 

 

 

３階︓体育館、ホワイエ等 

 

 

 

 

２階︓プール観覧スペース、トレーニング室、 

   卓球室、更⾐室等 

 

 

 

 

１階︓エントランス、プール、 

   多⽬的室、事務所等 

 

 

 

 

地下１階︓駐⾞場、機械室等 

 

 

  

プール 

階段/ELV/WC 

階段/ELV/WC 

階段/ELV/WC 

階段/ELV/WC 

吹抜 

体育館 

事務室 

トレーニング室 

観覧スペース 

観覧スペース 
会議室等 

多⽬的室等 

階段/ELV/WC 

ホワイエ 

更⾐室 

多⽬的室 

交流ラウンジ 

吹抜 

卓球室等 

更⾐室 

機械室 

倉庫 

機械室 

階段/ELV 

機械室 
階段 

機械室 

機械室 

駐⾞場 
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③内外装計画の考え⽅ 

内外装計画については、障害者団体等からの意⾒を聞きながら検討をしていくが、基本的な考え

⽅は以下の通りとする。 

 

外装の考え⽅ 

○周辺の街並みとの調和に配慮した計画とする。 

○⽇常の清掃や維持管理、メンテナンスがしやすいデザイン及び材料選定を⾏う。 

○断熱性に優れた外装材や建具、ガラス等を検討し、省エネルギー性能に配慮した計画とする。 

 

内装の考え⽅ 

○さまざまな障害者の利⽤に配慮した計画とする。 

○⽇常の清掃や維持管理、メンテナンスがしやすいデザイン及び材料選定を⾏う。 

○温かみがあり、居⼼地の良い内装計画とする。 

 

④その他建築計画 

 

災害発⽣時等の緊急時対応の考え⽅ 

○中〜⾼層階での被災時には、障害者の利⽤が多く災害の種類によっては中層階への⼀時避難が

効果的となる場合も考えられることから、緊急時に避難できるよう３階の屋上を陸屋根とする

こと等を検討する。 
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（５）構造計画 

本計画地においては、旧⻄区役所及び旧⻄保健所の地下構造が存置される予定である。地下構造

及び上部構造についての考え⽅をそれぞれ以下のように整理する。 

 

① 地下構造についての考え⽅ 

既存地下構造物を存置・再利⽤して新施設を上部に整備する⽅法は、以下のような懸念があるた

め、既存地下構造物は全て撤去した上で、新施設整備時に地下構造を含めて整備することとする。 

 

＜既存地下構造物を存置・再利⽤して新施設を上部に整備する場合の懸念点＞ 

・新たに計画する上部構造と、既存の地下構造の平⾯形状が⼀致しない。地下構造も２期に分か

れている。 

・既存杭については、健全に鉛直荷重⽀持が出来る場合においても設計時には⽔平⼒が適切に⾒

込まれていないため、免震構造等で新設と既存躯体の縁を切るなど既設杭への負担を軽減する

か、別に⽔平⼒を負担できる杭を新設する必要がある。 

・新施設に対応する杭を、既存杭とは別に新規に打設する場合、⼩型の杭打設機械を地下階へ下

ろして打設する⽅法と、地下階内に流動化処理⼟を充填した上で地上から各スラブを貫通して

杭を打設する⽅法が考えられる。いずれの⽅法も⼯期、費⽤共、⼤きくなる。 

 

新施設については、⽇影規制を含めた⾼さ規制が建築計画上⼤きく影響することと、既存地下構

造物の除却の際、⼭留としての活⽤や新規掘削が少ない点を考慮し、地下空間の利⽤可能性につい

ても検討を⾏う。 

既存杭については、有効利⽤できる場合を除き、全て撤去する。 

 

② 上部構造についての考え⽅ 

構造形式等については、設計段階において、安全性や耐震性が⼗分に確保されているとともに、

経済性とのバランスが確保される費⽤対効果に優れたものを検討する。 

本施設は、災害時の避難所として指定することを予定しているため、設計クライテリア（要求性

能）を構造体Ⅱ類、建築⾮構造部材 A 類、建築設備甲類以上として、耐震安全性を確保する。 
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表 耐震安全性の⽬標 
部位 分類 耐震安全性の⽬標 

構造体 

Ⅰ類 
⼤地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使⽤できることを⽬標
とし、⼈命の安全確保に加えて⼗分な機能確保が図られている。 

Ⅱ類 
⼤地震動後、構造体の⼤きな補修をすることなく、建築物を使⽤できるこ
とを⽬標とし、⼈命の安全確保に加えて⼗分な機能確保が図られている。 

Ⅲ類 
⼤地震動により構造体の部分的な損傷は⽣ずるが、建築物全体の耐⼒の低
下は著しくないことを⽬標とし、⼈命の安全確保が図られている。 

建築⾮構造部材 
Ａ類 

⼤地震動後、災害応急対策活動や被災者の受け⼊れの円滑な実施、⼜は危
険物の管理のうえで、⽀障となる建築⾮構造部材の損傷、移動等が発⽣し
ないことを⽬標とし、⼈命の安全確保に加えて⼗分な機能確保が図られて
いる。 

Ｂ類 
⼤地震動により建築⾮構造部材の損傷、異動などが発⽣する場合でも、⼈
命の安全確保と⼆次災害の防⽌が図られている。 

建築設備 
甲類 

⼤地震動後の⼈命の安全確保及び⼆次災害の防⽌が図られていると共に、
⼤きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できる。 

⼄類 ⼤地震動後の⼈命の安全確保及び⼆次災害の防⽌が図られている。 
※構造体  ︓梁、柱、床、壁など建物に加わる⼒を⽀える部位 

⾮構造部材︓外壁、扉、ガラス、天井、間仕切りなどの部材 
建築設備 ︓電気、通信、給・排⽔、消⽕、空調など建物に付帯する設備 

 
 

本施設の構造計画上の具体的な配慮事項としては、以下の点が挙げられる。 

・敷地形状が細⻑いため、建物の平⾯形状も細⻑くなることが考えられる。また体育館やプール

といった階⾼が⾼い部分、もしくは吹抜が必要となる。これらに対し、剛性率・偏芯率に影響

するため、例えば壁⾯の適切な配置や鉄⾻鉄筋コンクリートの採⽤等といった配慮により、構

造的なバランスを確保できるようにする。 

・⽇影規制などの⾼さ規制に対応するため、階⾼を抑える必要がある。特に体育館やプールの⼤

スパン部分については、鉄⾻⼜は PC・鉄⾻鉄筋コンクリート等を採⽤して梁成を抑えること

とする。 
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（６）設備計画 

 

① インフラ設備供給計画 

○前⾯道路の給⽔本管、下⽔管、電線、ガス管等からの引き込みを⾏う。 

○受変電設備、発電機設備、空調・消⽕設備等については、浸⽔等に配慮し、上層階に配置する。 

○指定避難所としての利⽤も想定されることから、ライフラインの途絶対策についても検討する。 

 

② 電気設備計画 

■照明設備等 

○屋内競技に必要な照度を確保するとともに、過度なグレアなどがない快適な照明環境となるよ

う、照明設備の配置や機器等を検討する。 

○過度な⾃然光の影響を避け、快適に屋内競技を⾏うことができる開⼝部を設ける。 

○省電⼒な LED 照明を採⽤する。 

○設備更新がしやすいような配置計画や配慮を⾏う。 

○建築基準法に基づき必要箇所へ⾮常照明を設置する。 

○必要箇所へ誘導灯を設置する。 

■発電設備等 

○新設キュービクルを屋上に設置する。 

○停電時や災害時に必要な保安電源を確保するため、⾃家発電設備を設置する。 

○再⽣可能エネルギーの導⼊を図るため、太陽光発電設備等の設置を検討する。 

○発電設備は、キュービクル等、受変電設備との系統連携を図り、蓄電設備より電源供給が⾏え

るなど効率的な運⽤ができる⼯夫を図る。 

○今後、避難所の指定等を考慮して、災害時等に施設に稼働させる機能の取捨選択を⾏い、それ

に伴う設備とする。 

■弱電設備等 

○⼀般放送設備と⾮常放送設備を設置する。 

○⾃動⽕災報知設備を設備更新がしやすいような配置で設置する。 

○構内交換設備を設置する。 

○情報通信設備を設置する。 

○⽞関／事務所間の相互通信可能なインターホン設備を設置する。 

○テレビ共聴設備を設置する。 

○監視カメラ設備を設置する。 

○ガス使⽤箇所にガス漏れ警報器を設置する。 

○多機能トイレ・シャワー室への⾮常呼出し装置、事務室への親機の設置を検討する。 
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○各室に電気時計の設置を検討する。 

○競技場への光刺激反応装置の設置を検討する。 

 

③ 空調設備計画 

○近年の猛暑等に対応できるよう、全館冷暖房完備とする。（管理部分等を除く） 

○卓球やバドミントン等の屋内競技に影響が無いよう、利⽤状況に応じた空調⽅式を採⽤する。 

○プールサイドに床暖房を設置する。 

 

④ 給排⽔・衛⽣設備計画 

○障害者利⽤プールにおいては特に⽔温管理が重要である。燃料費削減効果の⾼い給湯システム

の導⼊について検討する。 

○衛⽣⾯、メンテナンス性、経済性、環境負荷の低減などに配慮し、設計段階で適切な設備の導

⼊を図る。また障害者の利⽤に配慮した配置や機器選定を⾏う。 

 

⑤ エレベーター設備計画 

○⼤型⾞いす利⽤者の利⽤に配慮し、⼤型（30 ⼈乗り）と中型（20 ⼈乗り程度）の 2 台設置に

ついて検討する。 

○かご内正⾯に鏡を設置する等、⾞いす利⽤者が⾃⾛して利⽤するための配慮を⾏う。 

○専⽤運転機能を有する等、利⽤者の利便性に配慮した設備の設置について検討する。 

○外部との通信機能を有する等、災害時においても利⽤者の安全性に配慮した設備の設置につい

ても検討する。 

 

（７）その他の計画 

 

① 外構計画 

○歩⾏者のメインアプローチとなる東側道路から建物⼊⼝までの経路については、視認しやすく、

また通⾏しやすいように配慮する。 

○メインの⼊⼝には、⾬天時の⾃動⾞・バスの乗降がしやすいよう、⾞寄せと庇を設置する。 

○建物⻄側駐⾞場から建物内へのアクセス性について、建物⻄側等にも出⼊⼝を設置すること等

も検討する。 

○駐⾞場から建物⼊⼝までは歩道を整備し、歩⾞分離を徹底させる。 

○必要な緑化率を満たす植栽帯を敷地内に設ける。 
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② ⼟壌汚染対策 

これまでに以下の⼟壌汚染調査が⾏われている。 

 報告書名 年⽉ 

1 旧⻄区役所及び旧⻄保健所の⼟壌汚染調査業務委託報告書（地歴調査編） 平成 31 年 2 ⽉ 

2 旧⻄区役所及び旧⻄保健所の⼟壌汚染調査業務委託報告書（⼟壌調査編） 平成 31 年 2 ⽉ 

3 旧⻄区役所及び旧⻄保健所の⼟壌汚染調査業務委託（追加調査）報告書

（地歴調査編） 

平成 31 年 3 ⽉ 

4 旧⻄区役所及び旧⻄保健所の⼟壌汚染詳細調査業務委託報告書 令和元年 5 ⽉ 
※いずれも株式会社環境公害センターによる。 
これらの⼀連の調査により、砒素による⼟壌汚染の範囲が確定した。（下図参照）対象地は、⼟壌

溶出量基準に不適合であり、地下⽔においても基準の不適合が確認された。 

 
図︓⼟壌汚染範囲（出典︓上記 4 報告書） 

 
表︓基準不適合範囲の⾯積及び⼟量（出典︓上記 4 報告書） 
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⼟壌汚染・汚染⽔の対策 

上記の調査により判明した汚染⼟壌については、除去にあたって以下の考え⽅によることとし、

周辺への影響に配慮する。なお、汚染⼟壌の指定解除までは必須としない⽅針とする。 

・汚染⼟の深度が概ね 1ｍ、深いところで 3m であり、既存地下構造物の⽅が深いことから、既

存地下構造物除却前に、先⾏して汚染⼟壌を処分する。 

・道路境界付近の汚染⼟壌処分については、深度 1m 程度であれば通常のオープン掘削によるこ

ととし、⼀部深度 1m 以上の箇所については鋼⽮板等の⼟留めを⾏うこととする。 

・地下⽔については、施⼯底⾯より 1m 以上、下にあることが要求されるため、地下⽔⾯が GL-

2.0m 以上の場合、ウェルポイント等により、常時地下⽔⾯を下げることとする。ウェルポイ

ントにより揚⽔した地下⽔は、下⽔基準に合致させるなど適正に処理をして放流する必要があ

る。 

なお、地下⽔内の砒素の含有量は本市の下⽔道へ排出できる⽔質基準値以下のため、処理を⾏わ

ずに排出することは可能である。 

 

参考 

・「旧⻄区役所地下１階排⽔処理調査結果報告書」（株式会社平⽥設備）において、現状の地下⽔

の⽔質については、本市下⽔道⽔質基準における環境項⽬等及び有害物質について不検出また

は基準以下となっている。 

・本事業において発⽣する地下⽔が本市下⽔道⽔質基準に適合しない場合は、適正に処理して基

準値以下とする必要がある。仮に地下⽔に砒素が含有していた場合、以下の処理⽅法が代表的

である。今後最適な処理⽅法について検討を⾏うこととする。 
処理⽅法 概要 

共沈処理⼯程 鉄塩、消⽯灰、⾼分⼦凝集剤を⽤いる処理 

吸着処理⼯程 活性炭、活性アルミナ、⼆酸化マンガン、セリウム、ランタン等を⽤

いて吸着する処理 

オゾン処理⼯程 オゾンにより 3 価ヒ素から５価ヒ素へ参加する処理 

逆浸透膜処理⼯程 ⽔に溶け込んでいるイオン物質を膜により取り除く処理 
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想定⼯事スケジュール 

準備約 2 ヶ⽉、汚染⼟搬出約 1 ヶ⽉、購⼊⼟搬⼊＋転圧約 1 ヶ⽉の計約 4 ヶ⽉程度が最短と想

定され、天候等を踏まえた実⽇数としては 5〜６か⽉程度を確保するのが望ましい。今後、具体的

な時期や状況等により改めて確認する必要がある。 

 

（参考） 

準備︓発注者・保健所等との施⼯⽅法の打合せ、施⼯計画書の作成・承認 

汚染⼟搬出︓⼟量 1,085m3→1,953t となる。搬出に 10t トラックを使⽤、8t/台として計算す

ると、延べ台数=1,953/8≒250 台となる。20 ⽇で割ると 12.5 台≒13 台/⽇。作業状況と

搬出経路によるが、1 ⽇ 2〜3 往復の運搬が可能と思われるため、5〜7 台程度の運搬⾞両の

確保により、最短では 1 ヶ⽉で搬出は可能と考えられる。 

購⼊⼟搬⼊＋転圧︓搬⼊量は搬出と同量であり、最短では 1 ヶ⽉で可能と考えられる。転圧も並

⾏して実施可能。但し、運搬⾞両や重機台数が⼗分あるという前提。なお、購⼊⼟について

は事前に分析が必要である。（所要期間約 3 週間） 
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③ 既存地下躯体解体及び新築⼯事の⼯法 

 

現状の地下躯体存置状況について 

・既存地下躯体の配置状況は以下の通りである。 

 

 
・既存地下躯体の断⾯は以下の通りであり、加えて基礎部分ではピット底盤から約 0.6m 深くな

る。 
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新築計画と既存地下躯体について 
・既存地下躯体の存置状況と新築計画の配置状況は下図のようになる。 

 

・既存躯体と新築建物の位置関係により、以下の３種類に分類できる。 

ア：既存躯体より内

側に新築する場合 

 ・新築建物の基礎の方が深いため、既存地下躯

体を土留として利用するには配慮が必要。 

イ：既存躯体とほぼ

同じ位置に新築する

場合 

 ・ほぼ同じ位置に新築する場合は、既存地下躯

体を解体撤去する必要があることから、既存

地下躯体を土留として利用することはできな

い。 

ウ：既存躯体より外

側に新築する場合 

 ・既存地下躯体を土留としては利用できない。 

赤色：既存地下躯体 

青色：新築建物 

アのパターン 

アのパターン 

イのパターン 

ウのパターン 
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・既存地下躯体と新築建物の位置関係の特徴としては、新築建物の基礎の⽅が既存地下躯体より

も深い点である。既存地下躯体を存置して新築⼯事を実施すると既存地下躯体が倒れてくるこ

とが想定されるため、基本的には⼟留として存置して⼯事をすることはできず、先⾏して既存

地下躯体を解体撤去する必要がある。 

 

地下躯体解体⼯法について 

・⼤きくは以下の３つの⼯法が考えられる。 

 法付オープンカット工法 シートパイル工法 
ＳМＷ工法 

（ソイルセメント柱列壁工法） 

概要 地盤が崩れないように傾斜

をつけて地盤を掘る工法。

傾斜をつけることで、土が

崩れにくくなる。 

両端に継ぎ手が付いた鋼板

（鋼矢板）を地盤に貫入さ

せて山留とする工法。固い

地盤でも打ち込みが可能

で、引き抜き回収すること

で反復使用する。継ぎ手同

士がしっかりと結びつくこ

とにより、ある程度の止水

ができる。 

現場で掘り出した土とセメン

トミルクを混ぜて芯材として

Ｈ型鋼を入れて山留壁とする

工法。止水の山留壁となるの

で、地下水の湧く地盤で、比

較的深い掘削を行う工事で用

いられる。 

工法イメ

ージ 

  

(一社)鋼管杭・鋼矢板技術協会 HP より  

SMW 協会 HP より 

メリット ・他の工法に比べて工事費

を抑えることができる。 

・SMW 工法に比べて経済的

に山留とできる。 

・止水性のある山留壁となる

ため、施工性が高い。 

デメリッ

ト 

・敷地に余裕が無いと採用

できない。 

・地下水位が高い場所では

地下水対策が必要となる。 

・一定の止水性能はあるも

のの十分ではない。ウェル

ポイントとの併用がされる

ことが多いが、地盤沈下へ

の対策が必要。 

・３工法では最も工事費が高

い。 

・地中に躯体とは別の構築物

を設置する必要がある。 

 

  



62 

 

・敷地単位で複数の解体⼯法を併⽤することは、重機の⼊れ替えの⼿間や⼯程の段取りなどを考

慮すると、⼀般的には採⽤されないと考えられる。 

・本市の別事業で法付オープンカット⼯法とシートパイル⼯法を併⽤している事例がある。敷地

が⼗分に広い場合は法付オープンカット⼯法と他⼯法との併⽤の可能性はあるが、本事業では

採⽤の可能性は低いと考えられる。また⼯区分けして複数の⼯法を併⽤することもあるが、本

事業は⼯区分けする規模ではない。 

 

・シートパイルを存置するのは⾼価であるため、打ち込み後引き抜くのが⼀般的である。打ち込

みによるため、周辺への振動の懸念がある。また地下⽔吸⽔のためにウェルポイントを⾏うが、

敷地が広ければ地盤沈下しても問題ないが、今回の状況では道路の地盤沈下を引き起こす可能

性があり、道路埋設管への影響も懸念される。 

・⼀⽅ＳМＷ⼯法は、無⾳無振動とされる。また存置して地下外壁の型枠転⽤とすることも多い。

不透⽔層の下まで連続壁を構築して、ディープウェルで吸⽔するのが⼀般的である。 

 

 

ＳМＷ工法の概念図 

︓ＳМＷで不透⽔層を貫き、建築する範囲の地下⽔をディープウェルで吸⽔する 
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・地下躯体解体及び新築建物基礎⼯事の考え⽅（ＳМＷの場合） 

ア：既存躯体より内

側に新築する場合 

 ・既存地下躯体外側にＳМＷを構築し、既存地下躯

体解体撤去及び新築建物底版深さまで掘削を行

う。 

・新築建物地下工事完了後、ＳМＷとの間は埋め戻

しを行う。 

イ：既存躯体とほぼ

同じ位置に新築する

場合 

 ・既存地下躯体（新築建物躯体）外側にＳМＷを構

築し、既存地下躯体撤去を行う。 

・新築建物地下躯体は、ＳМＷを外型枠として利用

してコンクリートを打設する。 

ウ：既存躯体より外

側に新築する場合 

 ・新築建物地下躯体外側にＳМＷを構築し、既存地

下躯体解体撤去及び新築建物底版深さまで掘削を

行う。 

・新築建物地下躯体は、ＳМＷを外型枠として利用

してコンクリートを打設する。 

 

解体から地下⼯事までの⼯事⼯程について 

・以下の⼯事⼯程が現時点では想定される。但し今後の検討により変わりうるものである。 

①汚染⼟壌の搬出と新規購⼊⼟による埋め戻し 

②ＳМＷを構築 

③既存地下躯体解体撤去 

④新築建物底版深さ、位置まで掘削 

⑤新築建物地下躯体構築 

⑥ＳМＷまで距離がある箇所は埋め戻し 

 

ＳМＷ⼯法での施⼯について 

・既存地下躯体解体にあたっては、ブレーカーよりも圧砕機（クラッシャー）で解体する⽅が効

率的である。圧砕機で既存躯体をつかむのに、外側に概ね 30cm 以上のクリアランスが必要と

考えられる。よってＳМＷの設置位置については、クリアランスが確保できる地下躯体の 30cm

程度外側を想定する。 

・施⼯にあたっては既存の地下躯体を活⽤して、重機等を乗り⼊れる構台を設置することが想定

される。 
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・敷地⻄側の施⼯については、既存基礎フーチングがあり、フーチング端から道路境界まで約

400mm の箇所もあるなど狭く、SMW 施⼯が難しい場合も想定される。（下図１） 

⼀般的には穿孔径は 400〜450mm 程度であるため、安全側として基本計画としては下図２を

想定する。この場合は既存躯体を⼀定程度残した内側で SMW ⼯法を施⼯する。既存躯体が倒

れないよう、切り梁を設置する、アンカーを設置する、既存躯体を１スパン残す等の対策が必

要と考えられる。 

図１ 

 
 

図２ 
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本事業において確認しておくべき事項 

・以下の点について確認しておく必要がある。 

⼟質（不透⽔層）︓ＳМＷの設置深さに影響。深い場合は不透⽔層まで到達させないことも検討 

（次⾴⼟質柱状図から 16〜19m 程度に粘⼟層があることが確認できる） 

地下⽔位︓吸⽔⼯法の検討に必要 

1F、B1F スラブの強度︓重機が載る強度が確保できない場合は補強の必要がある 

 

想定される周辺への影響 

・地盤沈下について、ウェルポイントを設置する場合は、周辺地盤の沈下が想定される。また汚

染⼟壌撤去など、道路境界際を深く掘る場合は簡易⼭留を設置する等、道路等への影響を抑え

る⼯法の検討が必要である。 

・埋設管については、敷地四周に各種配管が埋設されている状況ではあるが、ＳМＷを構築して

地下⼯事を実施する場合は、道路への影響は少ないと考えられる。 

 なお、沈下計測⼝を設置することで、既設管への地盤沈下による影響を管理することが考えら

れる。設置する場合は、沿道掘削施⾏承認申請時に協議を⾏うことになる。 

 

  



66 

 

旧⻄区役所改築第⼀期⼯事時点（昭和 42 年） ⼟質柱状図 
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④ 感染症対策 

○⼗分な換気設備の導⼊を図るとともに、⾃然換気が可能となるように配慮する。 

○観覧席の設置等にあたっては、ゆとりのある配置について検討する。 

○内装材や建具、設備機器等、接触が想定される箇所については、抗菌処理された材料選定に配

慮する。また⾮接触で操作可能な設備の選定や建築計画についても検討を⾏う 
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５ 整備⼿法等の検討 

（１）概算事業費の算出 

公設の障害者スポーツセンターは全国でも 30 施設程度であり、本事業に類似した近年の新設整

備事例は⾒当たらない。よってここでは、近年に整備された体育館とプールの合築施設事例を参考

に算定する。 

近年では資材単価や労務単価の上昇傾向が続いており、⼯事費の⾼騰が予測される。 

このような状況も踏まえ、近年整備された体育館・プール建設事例を参考とし、建築⼯事費単価

を 70.2 万円/㎡、地下駐⾞場の整備⼯事費単価を 48.0 万円/㎡と設定し、想定床⾯積から試算する

と、概算事業費は、約 48.2 億円と⾒込まれる。（既存地下躯体除却、⼟壌汚染対策⼯事を含み、設

計監理料等は含まない） 

今後、今以上に⼯事費単価が⾼騰することも想定される中、詳細な建設事業費については、本計

画に⽰す機能や品質の確保を図りつつ、財政状況を踏まえ、基本設計・実施設計の各段階において

具体的な検討を⾏っていく必要がある。 

 

内容 数量 単価（千円） 費⽤（千円） 

建築⼯事費    

地上部分⼯事費 4,696（㎡） 702 3,296,592 

地下駐⾞場⼯事費 1,690（㎡） 480 811,200 

 外構⼯事費 1,946（㎡） 20 38,920 

建築⼯事費合計   4,146,712 

地下躯体解体⼯事費 2,103（㎡） 53 111,459 

地下躯体解体 SMW ⼯法割り

増し分 

230（ｍ） 388 85,330 

⼟壌汚染対策⼯事費 1,085（㎥） 35 37,975 

税抜合計   4,381,476 

消費税   438,148 

税込合計   4,819,624 
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（２）整備・管理運営⼿法の検討 

公共施設等の整備等に関し、⺠間ノウハウを活⽤し経費の削減を図るなどの効率的・効果的な実

施や、新たな事業機会の創出及び⺠間投資の喚起による経済成⻑に資するよう⺠間活⼒を活⽤して

いくことは重要であり、本市においても、⺠間でできることを⺠間に委ねることを基本として、⺠

間活⼒の積極的な導⼊を推進している。 

新たな障害者スポーツセンター整備にあたって、各⽅式のメリット・デメリットの⽐較検討を⾏

った結果、従来⽅式（仕様発注⽅式）が最も適切であると判断した。 

従来⽅式が各種の PPP/PFI ⽅式に対して優れている点としては、以下の２点が挙げられる。 

○施設の性質上、利⽤団体や利⽤者の意⾒を適時適切に設計・施⼯に反映できるなど、発注者

（⾏政）の意向を反映しやすい 

○近年稀にみるほどの建設費⾼騰の状況においては、総額契約でのスライド条項による契約変

更や設計変更により⼯期・⼯事費の変更を⾏いながら事業を進めるよりも、段階を踏んで整

備内容を確定していく⽅が堅実である 

 

（３）財源 

整備事業の財源については、国の補助制度（社会資本総合交付⾦、防災安全交付⾦等）、地⽅債制
度（公共事業等債等）、助成⾦（スポーツ振興くじ助成⾦等）及び市が負担する⼀般財源での対応を
想定している。このほか、他の交付⾦や企業版ふるさと納税、ネーミングライツ等の活⽤により、
⼀般財源の負担軽減に努める。 
 

 

区分 制度名称 補助・充当率 

補助制度 
社会資本整備総合交付⾦ 1/2 補助 
防災・安全交付⾦ 1/2 補助 

地⽅債制度 公共事業等債 
充当率︓90%（うち本来分 50%、財源
対策債分 40%） 
交付税措置︓あり（財対分の 50%） 
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新たな障害者スポーツセンター整備に向けた整備⼿法について 
 

事業⽅式 ＰＦＩ⼿法 ＤＢ⽅式 従来⽅式 

メリット 

・性能発注のため、整備において⺠間事業者の創意⼯夫が活かせ
る 

可能性がある 
・収益事業がある場合は、市の負担軽減につながる可能性がある 
・維持管理を含む場合、中⻑期の事業期間を通じ、管理業務が⼤

幅に軽減される 
・官⺠対話の結果を事業条件に反映でき、官⺠連携の実現性が⾼

い 
・維持管理を含む事業の場合、事業期間が⻑期にわたることで建

設費を事業期間中に平準化できる 
 

 
・性能発注のため、整備において⺠間事業者の創意⼯夫が活かせ

る可能性がある 
・複数業務を同⼀事業者に発注するため、整備期間の管理が容易 

・設計・建設・維持管理が個別に発注されることから、ＰＦＩ
のように他業種との連携が不要であり、多くの⺠間事業者が
参画しやすい 

・設計・建設・維持管理が個別発注のため、発注者（⾏政）の
意向を反映しやすい 

・設計業務発注時点で事業内容・事業費を確定させる必要がな
く、段階を踏んで検討を深めることができる 

・障害当事者及び障害者団体等からの多様な意⾒・要望に対し
て他の⼿法よりも細やかに対応することができる 

デメリット 

・障害者ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ等、障害者利⽤の体育館は特に収益性が低く、
ＶＦＭが出にくい 

・性能発注のため発注者（⾏政）の意向を細やかに反映しづらい
ことがある 

・きめ細かな性能発注が求められる中で、齟齬が発⽣した際の設
計仕様変更が難しい 

・旧⻄区役所跡地の地下構造物の活⽤については、⼯期や費⽤と
もにメリットがなく、現実的な⼯法ではないため、⺠間事業者
のもつノウハウを享受できない 

・⼟壌汚染や地下汚染⽔が確認されており、リスクに対する不確
定要素も多く、結果的にコストが⾼くなる可能性がある。 

・⺠間事業者のＳＰＣ管理コストが発⽣し、対価に含まれる 
・他会社が運営に参加した際に、現在の障害者スポーツセンター

との連携が図れない可能性がある 

・性能発注のため発注者（⾏政）の意向を細やかに反映しづらい
ことがある 

・きめ細かな性能発注が求められる中で、齟齬が発⽣した際の設
計仕様変更が難しい 

・維持管理を含まないためコスト平準化ができない 
・旧⻄区役所跡地の地下構造物の活⽤については、⼯期や費⽤と

もにメリットがなく、現実的な⼯法ではないため、⺠間事業者
のもつノウハウを享受できない 

・⼟壌汚染や地下汚染⽔が確認されており、リスクに対する不確
定要素も多く、結果的にコストが⾼くなる可能性がある。 

・⺠間事業者がもつノウハウを享受できない 
・建設費⽤が他の⼿法に⽐べて、⾼くなる可能性が⾼い 
・財政⽀出の平準化ができない 
 

評価 

× △ 〇 

・障害者スポーツ施設（体育館）は収益事業に取り組みづらい施
設であることから、全国的に PFI の事例がなく、⺠間事業者の
事業参画意向は極めて低いと考えられる。 

・また性能発注のため、きめ細かな発注意向が反映されづらい可
能性があり、施設整備や運営上、⽀障をきたす恐れがある。 

・当該整備予定地については、⼟壌汚染や地下汚染⽔が確認され
ておりリスク要素、不確定要素も多く、結果的にコストが⾼く
なる可能性がある。 

・コスト平準化のメリットが得られず、性能発注のため、きめ細
やかな発注意向が反映されづらい可能性があり、施設整備や運
営上、⽀障をきたす恐れがある。 

・当該整備予定地については、⼟壌汚染や地下汚染⽔が確認され
ておりリスク要素、不確定要素も多く、結果的にコストが⾼く
なる可能性がある。 

・⾏政が過去に培ってきたハード・ソフト⾯のノウハウ等を細
かく仕様で定めることで、これまでのサービス⽔準の確保が
期待できる 

・障害当事者及び障害者団体等からの多様な意⾒・要望に対し
てきめ細やかに対応することができる 
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（４）事業スケジュール  

事業⼿法によって、⼯程は異なる。前節で最も適切と判断した「従来⽅式」で事業を進める場合

は、2030 年度の供⽤開始を⽬指すこととする。 

 
想定される事業⼿法ごとのスケジュール案 

 
 R5 

2023 年
度 

R6 
2024 年

度 

R7 
2025 年

度 

R8 
2026 年

度 

R9 
2027 年

度 

R10 
2028
年度 

R11 
2029 年

度 

R12 
2030 年

度 

  
事
業
⼿
法 

PFI
（BTO） 

        

DB 

        

従来⽅式 
（分離発注

⽅式） 

        

 
 
 

 

発注準備 発注 設計 ⼯事 

導⼊ 
可能性 
調査 

発注 
準備 発注 設計 ⼯事 

設
計
発
注 

設計 
⼯
事
発
注 

⼯事 


